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■  社会資本整備の進展と連携して、物流拠点施設の総合化と流通業務の効率化を促進することによって、

物流改革の推進、環境負荷の低減、地域の活性化を図る。   

支援措置 

○ 事業許可等の一括取得 

倉庫業、貨物自動車運送事業等の許

可等のみなし 

  

物流事業の総合的実施の促進 
○ 営業倉庫に関する税制特例 

 法人税・固定資産税等の特例 

○ 施設の立地規制に関する配慮 

 市街化調整区域の開発許可に係る配慮 

社会資本と連携した物流拠点施設の整備 
○ 資金面等の支援 

 中小企業信用保険の限度額の拡充 

○ 政策金融 

  低利融資、高度化融資 

中小企業者等に対する支援 

非効率的な物流 

工場 小売店 荷捌き用上屋 

流通加工場 

従来型倉庫 

効率的で環境負荷の小さい物流 

工場 

小売店 

物流拠点 
施設 

輸入 

基本方針 

○ 輸配送・保管・流通加工を総合的に実施 

○ 物流拠点施設の集約化、高速道路・港湾等周

辺への立地促進  

○ 輸送距離短縮・共同輸配送促進等 
○ ｲﾝﾀｰﾈｯﾄEDIの導入等による情報処理ｼｽﾃﾑ

の活用    

総合効率化計画 

○ 事業の内容、実施時期、

物流施設の概要等を記

載 

○ ＣＯ２排出量の削減効果

を定量的に記載 

総合効率化計画の基本方針適合性を審査・認定 

社会資本整備の進展（国際物流基幹ネットワークの構築、国際拠点港湾・空港の機能向上等） 

○ 国際競争力強化 

○ コストの削減 
  

効果１：物流改革の推進 

○ CO2排出量が２割程度削減 
 

 

  

効果２：環境負荷の低減 

○ 低未利用地の活用 

○ 地域雇用の創出 
 

 

  

効果３：地域の活性化 

流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律 

北陸信越運輸局管内認定件数 １１件（新潟県２件、長野県４件、富山県１件、石川県４件） 【参考：全国２７３件(平成２７年９月末現在)】 
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●流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律の一部を改正する法律案                                              

最近における物資の流通をめぐる経済的社会的事情の変化を踏まえ、流通業務総合効
率化事業について２以上の者が連携して行うものに限ることとするとともに、総合効率化
計画が主務大臣の認定を受けた場合における同事業の実施に関し、海上運送法等の特
例を追加する等の措置を講ずる。 

＜予算関連法律案＞ 

 
 

背  景 
 

○ 物流分野においては、労働力の中高年層への依存度が高く、今後、

深刻な人手不足に陥るおそれ 
   ※ 50歳以上のトラックドライバー：35％ 50歳以上の内航船員：56％ 

○ 国際競争の激化やネット通販の拡大等により、荷主・消費者ニーズ

が高度化・多様化 
   ※ 小口輸送（0.1㌧未満の貨物） 800万件(2000年) ⇒ 1,800万件(2010年) 

○ トラックの積載率は、５割を切っている状況 
   ※ 41％（2013年） 

改正案の概要 

①モーダルシフト推進事業 

②地域内配送共同化事業 

認
定
対
象
と
な
る
事
業
イ
メ
ー
ジ 

 

 
（１）関連施設及び設備に対する税制上の特例【平成28年度税制改正案】 
 

（２）計画策定経費等に対する補助【平成28年度予算案】 
 

（３）事業開始に必要となる行政手続の一括化等の関係法律の特例等（トラック事業許可のみなし取得等） 

 

③輸送網集約事業 
 （輸送機能と保管機能の連携）  

  

  

空 A社 
貨物 

A
社
倉
庫
 

B
社
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庫
 

店
舗   

空 B社 
貨物 

  

空 A社 
貨物 

店
舗 

B社 
貨物 

我が国の経済活動及び国民生活を支える流通業務の生産性を向上 

総合効率化計画（２以上の者が連携して作成） 

大臣認定 

○ 物流分野の労働力不足への対応を強力に推進し、流通業務の省力化を図るため、 
  ２以上の者の連携を前提に、多様な取組みへと対象を拡大。 

積載率や運行頻度の改善により、 
無駄のない配送を実現 

流通加工も行う総合物流保管施設に 
トラック営業所の併設、予約システムの導入等の
輸送円滑化措置を講じ、待機時間のない 
トラック輸送を実現 

認定事業に対する支援策 

    

鉄道・船舶も活用した効率的な 
輸送手段の選択を推進 

（物流総合効率化法の一部改正）                                              

⇒ 2020年度までに34億トンキロ分を転換 
○ 交通政策基本計画におけるモーダルシフトに関する目標 

 貨物鉄道【2012年度 187億トンキロ⇒2020年度 221億トンキロ】 

 内航海運【2012年度 333億トンキロ⇒2020年度 367億トンキロ】   

総合物流保管施設 トラック
営業所 

A
社
倉
庫
 

B
社
倉
庫
 

A社トラック 

A社トラック 

B社トラック 

トラックによる輸送に代わり鉄道・船舶等の大量輸送機関を活用 

総合物流保管施設に 
トラック営業所を併設 

⇒ 2020年度までにモデル的な取組を 

  100事例創出 

⇒ 年間30事例を創出（2020年度までに150事例）  

○ 省力化された 
  効率的な物流 
  の実現 
⇒潜在的輸送力を活用 
 し、多様なニーズに応 
 える究極的に効率化 
 した物流を実現 
 

○ トラック 
  ドライバー不足 
  の解消 
⇒就業環境の改善等 
 による人材確保と 
 併せ、省力化により 
 物流機能を維持 
 

○ CO₂排出量の 
  大幅な削減 
⇒社会への貢献度の 
 高い物流の実現 

    
  

トラック65台分 

トラック160台分 

⇒より少ない人員での大量輸送を実現 

⇒荷主や地域も巻き込んで、貨物混載・帰り荷確保等の共同輸送を加速し積載率を向上 

⇒現在45％のトラックが１時間以上の手待ち時間となっている現状を改善 

２ 
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